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「保健所」の様々な役割のうち，健康危機管理機能に着目して，地方自治体により福祉事務
所との統合組織を構築されたことによる様々な形態となっている組織と，地方自治体の首長か
ら委任されている権限を分析した。都道府県立保健所については，筆者らの先行研究があるの
で，今回は市・特別区立保健所について分析を行った。
保健所設置市区の保健所を含む統合組織の実態と，健康危機管理を含む保健所等に委任され

た権限を平成18年11月現在で調査・分析した。統合組織の分析は各自治体のホーム・ページお
よび全国所長会の名簿等を参考とした。また保健所に委任される権限は，衛生・環境に関係す
る法令について，保健所，あるいは保健所を含んだ統合組織，保健所を含まないその他の組織
への委任に分けて分析を行った。
保健所組織については市区が設置するものは140カ所であったが，政令指定都市以外の設置

する市区保健所は全て統合化されておらず，また全体としても単独設置が大半であった。また
権限委任については，82市区中３市は委任が皆無であり，１市はほとんど委任されていなかっ
た。他の78市区において，健康危機管理に関する権限の委任割合は都道府県よりも少なかった。
委任の内容は自治体により様々であった。
保健所組織，権限とも様々な形態が観察された。地方分権としての首長の自由裁量と，保健

所の本来果たすべき役割の法的位置づけを，さらに整理して，法定化していく必要がある。
保健所，健康危機管理，地方分権，統合組織，権限

Ⅰ

「保健所」には様々な役割がある。しかし，
地方分権推進による市町村の役割強化，少子高
齢社会の進展，疾病構造の変化などにより「保
健所」に期待される役割は変化しつつある。保
健所は都道府県，政令指定都市などの保健所設
置義務のある市や東京都特別区により設置され
ているが，保健所に期待される役割の変化によ
り，知事，市長や特別区長の自由な裁量により，
保健所を単独で設置することなく，福祉事務所
や他の地方機関との統合組織を構築して運用す

ることが近年推進されてきた。その一方で，平
成17年春の厚生労働省地域保健対策検討会中間
報告によれば，健康危機管理と地域保健計画に
述べられているとおり，保健所を中心とした地
域における健康危機管理体制構築として，初動
時に原因の特定ができない健康危機の事例への
対応，生物テロ等，児童虐待など12の新しい健
康危機管理分野を保健所の役割として提起され
た。そこで，「保健所」における平時の位置づけ
として，健康危機管理に対峙する組織の構築と，
保健所長への権限の付与のあり方について実態
を踏まえて議論・提言することを目的とした。
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Ⅱ

前述のように，保健所組織そのものが首長の
自由裁量により他組織と統合されている現状か
ら，組織そのものの形態を把握することが肝要
である。筆者らは47都道府県について既に分析
し報告1)しているので，都道府県以外の保健所
設置自治体59市23区の保健所組織の統合状況を
この研究の対象とした。また，保健所あるいは
保健所を含む統合組織等において，もともと首
長にあった衛生および環境に関する権限が，ど
のように付与されているかを，各自治体の事務
委任規則により確認することとした。これらを，
以下，「保健所の統合組織化に関する調査」「事
務委任状況調査」として以下に言及した。

平成５年度にわが国で初めて広島県において
保健所と福祉事務所を統合した総合福祉保健セ
ンターが設置された以降，保健所と他の事務所
（主として福祉事務所）との統合が推進され，
自治体により様々な組織（以下，統合組織）が
構築されてきた。都道府県が設置した統合組織
の分析1)に続き，政令指定都市，中核市，その
他の保健所設置市および東京都特別区（以下，
市区）が設置する保健所について，平成18年11
月現在の統合組織の形態，名称や統合組織の長
の身分等を調査した。調査の基礎資料は，全国
保健所長会のホーム・ページ2)や「全国保健所
長会会員名簿」によったが，各市区保健所会長
等に，必要に応じて情報の追加を求めた。

保健所設置自治体の衛生・環境に関係する事
務権限は，地域保健法第６条各号で定められた
14項目の概念提示以外には，国レベルの個別の
法令（法律および関連する政令・府省令等を含
む）により直接，保健所等の機関が実施するこ
とになっているものはほとんどなく，法令上は
保健所設置自治体首長の権限となっているもの
が大半である3)。そこで，これらの事務を保健

所あるいは統合組織等の出先機関において実施
するためには，①自治体の規則により首長の権
限を委任するか，②自治体の規則により首長の
権限を保健所等で判断可能にする（専決処分す
る）のいずれかとなる。後者の専決処分は，形
式上，首長名で判断した形にはなるが，判断を
行った責任の所在について，あいまいさが残
る4)ことは既に指摘されているところである。
一方，前者の事務委任に関しては，各自治体の
規則により定められているので，各自治体によ
り，法令権限を首長が個別に出先機関に委任す
るか否かは首長の自由裁量に委ねられるため，
たとえばある自治体では保健所の権限であるの
に対して，他の自治体では本庁で処理すること
などが起こりえる。したがって保健所の権限を
全国一律に議論することは不適当である1)。し
かしながら，保健所等の機関に権限があるかど
うかは，自治体の事務委任規則を調査すること
により把握できる。そこで，法令で決められた
首長の事務が，保健所や統合組織等にどのよう
に委任されているか，またそれらの委任事務が
健康危機管理と関連があるか等の実態を把握す
るために，市区の保健所設置自治体の事務委任
規則を集約し，都道府県の分析結果と比較して
実態を評価した 。具体的には，各市区
のインターネット・ポータル・サイトからそれ
ぞれの例規データベースにアクセスして関係す
る事務委任規則を取得した。なお，各法令が健
康危機管理と関連があるかについては，筆者が
先行研究1)で抽出した229項目を利用した。具
体的には，厚生労働省の検討会が作成した「地
域健康危機管理ガイドライン」5)に分類された
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平成18年11月１日現在

類型 略号 保健所数 備考

総数

保健所が単独で設置されているもの

区役所の一部門として福祉事務所との
統合部門が位置づけられているもの
保健所長が区長を兼務
保健所長が副区長を兼務
保健所長が統合部門の長を兼務

仙台市(区役所保
健福祉センター)，
川崎市(区役所保
健福祉センター)
の一部
福岡市(区役所保
健福祉センター)
の一部

その他 川崎市の一部，
福岡市の一部

福祉事務所との統合組織
保健所長が統合組織の長を兼務 横浜市(福祉保健

センター)
その他

福祉事務所とは別に区役所の一部門と
して保健所が位置づけられているもの
保健所長が区長を兼務
保健所長が副区長を兼務
その他 名古屋市(区役所

保健所)

第56巻第13号「厚生の指標」2009年11月

事前管理（食品衛生に関する許可，監視，指導
および検査等，医療監視等の項目）と事後管理
（二次感染防止等，感染拡大防止のための対応
等の項目）に相当する法令229項目を「健康危
機管理の権限として時に注目すべき権限」とし
て分類し，その権限委任の割合を自治体別に評
価した。

Ⅲ

平成18年11月１日現在の全国の保健所数は
536カ所で，そのうち市区が設置するものは140
カ所であった。市区の設置する保健所について，
統合組織の形態別にみると，保健所が単独で設
置されているもの（以下，Ｓ型）は77自治体87
カ所，福祉事務所と統合されているもの（以下，
Ｂ型）は１自治体18カ所，Ｂ型組織形態そのも
のが地方自治法に規定されている政令指定都市
の行政区ごとの組織（いわゆる「区役所」）の
一部門として位置づけられている組織（都道府
県では「ミニ県庁型」と言われている組織，以

下，Ａ型）は２自治体３カ所，さらに前者の行
政区ごとの組織に保健所のみが単独で一部門と
して位置づけられている組織（以下，Ｃ型）が
１自治体16カ所あった。なお，政令指定都市以
外の市区においては，統合組織は皆無であり，
すべてＳ型であった。
一方，15政令措定都市では，１市１保健所と
いう大規模な人口を有するものが９市存在した。
残りの６市は，区ごとに保健所を設置していた
が，横浜市は福祉との統合組織（福祉保健セン
ター＝Ｂ型）として，名古屋市は各区役所の下
に単独の保健所として（Ｃ型），京都市は保健
所を市規模の単独組織（Ｓ型）としてそれぞれ
位置づけていた。残りの３市（仙台市，川崎市
および福岡市）は保健福祉の総合部門（名称は
いずれも「保健福祉センター」）を政令指定市
の直轄組織ではなく，行政区単位の区役所の組
織の一部門として位置づけていた。なお，横浜
市は，「横浜市福祉保健センター条例」第１条
第１項により市役所直轄で福祉保健センターを
規定し，同条第２号で福祉保健センターが保健
所である旨を規定していた。つまり「保健所」
という名称ではないが，法律上の保健所であっ

た 。

保健所単独型（Ｓ型）にしろ，様々な統
合組織（Ａ，Ｂ，Ｃ型）にしろ，保健所長
の資絡を有する者が組織の長を担っている
かどうかは重要な視点である。全国の市区
の保健所およびその統合組織の所属長の資
格をみると，105カ所（75.0％）が保健所
長と同一人物（Ｓ型と，組織類型化記号の
末尾数字が１であるものの合計）であった。
その他はすべて統合組織としての政令指定
都市の「区役所」が組織であり，保健所長
が区長を務めている者は調査時点ではな
かった。しかし，区役所の保健福祉部門と
して「保健福祉センター」の長を務めてい
るところ（Ａ型のうち，特にＡ13型）は11
カ所，区長や保健福祉部門のトップを務め
ていないところ（同様にＡ19型）は８カ所
であった。
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平成18年11月１日現在

事務委任規則名 事務委任の分類

ａ
札幌市 札幌市保健所長事務委任規則 ａ
仙台市 仙台市保健所長委任規則 ａ
さいたま市 さいたま市保健所長事務委任規則 ａ
千葉市 千葉市保健所長委任規則 ａ
横浜市 横浜市食肉衛生検査所長委任規則

横浜市福祉保健センター長委任規則
ａ

川崎市 川崎市保健所長委任規則 ａ
静岡市 静岡市長の権限の一部の事務の委任及び補助執行に関する規則 ｂ
名古屋市 名古屋市保健所長委任規則 ａ
京都市 京都市長の権限に属する衛生事務委任規則 ｂ'
大阪市 食品衛生法施行細則，興業場法施行細則，旅館業法施行細則，公衆浴場法施行細則

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則，化製場等に関する法律施行細則
墓地・埋葬等に関する施行細則，浄化槽法施行細則，健康増進法施行細則

ｃ

堺市 堺市保健所長に権限を委任する規則 ａ
神戸市 神戸市保健所長委任規則 ａ
広島市 広島市衛生事務委任に関する規則 ｂ'
北九州市 北九州市保健所長事務委任規則 ａ

旭川市 旭川市保健所長及び旭川市食肉衛生検査所長に対する事務委任規則 ａ
函館市 市立函館保健所長事務委任規則 ａ
青森市 青森市保健所長事務委任規則 ａ
秋田市 秋田市保健所長に対する事務委任に関する規則 ａ
郡山市 郡山市長事務委任規則 ｂ
いわき市 いわき市保健所長委任規則 ａ
宇都宮市 宇都宮市保健所長事務委任規則

市長の権限に属する事務の委任等及び委員会等との間における事務の補助執行に関する規則 ａ

川越市 市長の権限に関する事務の一部を川越市保健所長に委任する規則 ａ
船橋市 － -
横須賀市 － -
相模原市 － -
新潟市 新潟市事務委任規則 ｂ
富山市 富山市保健所長に対する事務の委任に関する規則 ａ
金沢市 金沢市衛生事務委任に関する規則 ｂ'
長野市 長野市保健所長に対する事務委任に関する規則 ａ
岐阜市 岐阜市保健所長事務委任規則 ａ
浜松市 浜松市保健所長に対する事務の委任に関する規則 ａ
豊田市 豊田市保健所長事務委任規則 ａ
岡崎市 岡崎市事務委任規則(第25号) ｂ
豊橋市 豊橋市保健所長事務委任規則 ａ
高槻市 高槻市保健所長に対する事務委任規則 ａ
東大阪市 東大阪市保健所長委任規則 ａ
姫路市 姫路市保健所長に権限を委任する規則 ａ
奈良市 奈良市保健所長委任規則 ａ
和歌山市 和歌山市保健所長に対する事務委任規則 ａ
岡山市 岡山市衛生事務委任規則 ｂ'
倉敷市 倉敷市保健所長事務委任規則 ａ
福山市 福山市保健所長に対する事務委任規則 ａ
下関市 下関市衛生関係事務委任規則 ｂ'
高松市 高松市保健所長委任規則 ａ
松山市 松山市保健所長事務委任規則 ａ
高知市 高知市保健所長等に対する事務委任規則 ａ
長崎市 長崎市保健所長委任規則 ａ
熊本市 熊本市保健衛生事務に関する権限委任規則 ｂ'
大分市 大分市保健所長事務委任規則 ａ
宮崎市 宮崎市保健所長事務委任規則 ａ
鹿児島市 鹿児島市事務委任規則 ｂ

福岡市 福岡市保健所長事務委任規則 ａ

（次頁につづく）

第56巻第13号「厚生の指標」2009年11月

82市区の事務委任状況をみると，中核市であ
る船橋市，横須賀市および相模原市の３市以外
の79市区で，衛生・環境に関する権限の事務委

任が行われていた。ただし，大阪市は委任され
ているものの，他市区に比較して著しく少な
かった。79市区のうち，事務権限の受け皿とな
る組織（「保健所」「統合組織」や「その他の
（今回の研究対象外の）組織」）について，当
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事務委任規則名 事務委任の分類

小樽市 小樽市事務委任規則 ｂ
藤沢市 藤沢市保健所長に対する事務の委任に関する規則 ａ
尼崎市 尼崎市保健所長委任規則 ａ
西宮市 西宮市保健所長及び食肉衛生検査所長に権限を委任する規則 ａ
呉市 呉市衛生事務の権限委任に関する規則 ｂ'
大牟田市 大牟田市保健衛生事務委任規則 ｂ'
佐世保市 佐世保市事務処理規程 ｂ'

千代田区 千代田区保健所長委任規則 ａ
中央区 中央区保健所長委任規則 ａ
港区 港区保健所長委任規則 ａ
新宿区 新宿区保健所長委任規則 ａ
文京区 文京区保健所長委任規則 ａ
台東区 台東区保健所長委任規則 ａ
墨田区 墨田区保健所長委任規則 ａ
江東区 江東区保健所長委任規則 ａ
品川区 品川区保健所長委任規則 ａ
目黒区 目黒区保健所長委任規則 ａ
大田区 大田区保健所長委任規則 ａ
世田谷区 世田谷区保健所長委任規則 ａ
渋谷区 渋谷区保健所長委任規則 ａ
中野区 中野区保健所長委任規則 ａ
杉並区 杉並区保健所長委任規則 ａ
豊島区 豊島区保健所長委任規則 ａ
北区 北区保健所長委任規則 ａ
荒川区 荒川区保健所長委任規則 ａ
板橋区 板橋区保健所長委任規則 ａ
練馬区 練馬区保健所長委任規則 ａ
足立区 足立区保健所長委任規則 ａ
葛飾区 葛飾区保健所長委任規則 ａ
江戸川区 江戸川区保健所長委任規則 ａ

ａ 保健所や統合組織など，組織ごとに固有の委任規則を制定

ｂ 保健所，統合組織や他の組織等，各種出先機関に委任する権限を集約記載して委任規則を制定

ｂ' 上記のうち衛生事務のみに特化して委任規則を制定（再掲）

委任なし

ｃ 委任する法令ごとに施行細則を制定し，その中でそれぞれ委任する規定を制定

（前頁からのつづき）
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該組織ごとに固有の事務委任規則を制定してい
るもの（以下，委任形態ａ）は64自治体（ただ
し，宇都宮市は食肉衛生検査所のみ後述する委
任形態ｂであるが，ａとして計上），事務権限
の受け皿となる組織等に委任する権限を一括記
載して制定しているもの（以下，委任形態ｂ）
は15自治体（このうち，衛生事務のみに特化し
て委任規則を制定しているもの（以下，委任形
態ｂ’）は９市），委任する法令ごとに施行細則
を制定しているもの（以下，委任形態ｃ）は大
阪市の１自治体であった 。

各市区の事務委任規則に記載された単位（多
くは事務委任規則の条・項における「号」の単
位。表形式で事務委任内容が規定されている規
則の場合は，表に記載された１セルの単位）で
件数を見ると，保健所等への機関へ市区の権限

を委任している保健所設置79市区の事務委任総
数は32,075件であった。これを被委任機関の長
の種類別に観察すると，「保健所長」が31,532
件（98.3％），「保健所を含む統合組織の長」が
251件（0.8％），「保健所を含まない組織の長」
が292件（0.9％）であった。
また，事務委任総数32,075件のうち，健康危
機管理の権限として時に注目すべき権限229条
項の委任は，8,219件（25.6％），健康危機管理
以外の法律の委任10,486件（32.7％），法律以
外の国の法令の委任が6,991件（21.8％），都道
府県の条例・規則の委任が4,716件（5.2％）で
あった 。

政令指定都市15市の事務委任件数は3,906件
であり，委任が行われている１市当たり260.4

14― ―



総数 保健所長へ委任（再掲) 保健所を
含む統合
組織の長
へ委任
(再掲)

保健所以
外の組織
の長へ
委任
(再掲)

総数
健康危機
管理229
条項

その他の
国の法律

国の
他法令

都道府県
の条例・
規則

当該市区
の条例・
規則

総数
健康危機
管理229
条項

その他の
国の法律

国の
他法令

都道府県
の条例・
規則

札幌市
仙台市
さいたま市
千葉市
横浜市
川崎市
静岡市
名古屋市
京都市
大阪市
堺市
神戸市
広島市
北九州市
福岡市

旭川市
函館市
青森市
秋田市
郡山市
いわき市
宇都宮市
川越市
船橋市
横須賀市
相模原市
新潟市
富山市
金沢市
長野市
岐阜市
浜松市
豊田市
岡崎市
豊橋市
高槻市
東大阪市
姫路市
奈良市
和歌山市
岡山市
倉敷市
福山市
下関市
高松市
松山市
高知市
長崎市
熊本市
大分市
宮崎市
鹿児島市

平成18年11月１日現在

（次頁につづく）
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件の委任があった。その内訳は，健康危機管理
229項目の委任が1,234件（31.6％），健康危機
管理以外の法律の委任が1,517件（38.8％），法
律以外の国の法令の委任が628件（16.1％），都

道府県の条例・規則の委任が308件（7.9％），
当該自治体の条例・規則の委任が219件（5.6
％）であった。
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総数 保健所長へ委任（再掲) 保健所を
含む統合
組織の長
へ委任
(再掲)

保健所以
外の組織
の長へ
委任
(再掲)

総数
健康危機
管理229
条項

その他の
国の法律

国の
他法令

都道府県
の条例・
規則

当該市区
の条例・
規則

総数
健康危機
管理229
条項

その他の
国の法律

国の
他法令

都道府県
の条例・
規則

小樽市
藤沢市
尼崎市
西宮市
呉市
大牟田市
佐世保市

千代田区
中央区
港区
新宿区
文京区
台東区
墨田区
江東区
品川区
目黒区
大田区
世田谷区
渋谷区
中野区
杉並区
豊島区
北区
荒川区
板橋区
練馬区
足立区
葛飾区
江戸川区

（前頁からのつづき）
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中核市37市の事務委任件数は11,503件であり，
委任が行われている１市当たり338.3件の委任
があった。その内訳は，健康危機管理229項目
の委任が3,878件（33.7％），健康危機管理以外
の法律の委任が4,435件（38.6％），法律以外の
国の法令の委任が1,915件（16.6％），都道府県
の条例・規則の委任が741件（6.4％），当該自
治体の条例・規則の委任が534件（4.6％）で
あった。

政令指定都市および中核市以外の保健所設置
市７市の事務委任件数は2,785件であり，委任
が行われている１市当たり397.9件の委任が
あった。その内訳は，健康危機管理229項目の
委任が776件（27.9％），健康危機管理以外の法
律の委任が1,044件（37.5％），法律以外の国の
法令の委任が482件（17.3％），都道府県の条
例・規則の委任が348件（12.5％），当該自治体

の条例・規則の委任が135件（4.8％）であった。

東京都特別区23区の事務委任件数は13,881件
であり，委任が行われている１区当たり603.5
件の委任があった。その内訳は，健康危機管理
229項目の委任が2,331件（16.8％），健康危機
管理以外の法律の委任が3,490件（25.1％），法
律以外の国の法令の委任が3,966件（28.6％），
東京都の条例・規則の委任が3,319件（23.9％），
当該特別区の条例・規則の委任が775件（5.6
％）であった。

Ⅳ

先行研究1)により，都道府県では47都府県中
37都道府県が統合組織を構築していたが，82市
区においては仙台市，横浜市，川崎市，名古屋
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市および福岡市の政令指定都市のうち５市のみ
が統合組織を形成しており，さらにそのうち横
浜市以外は区役所の一部分となっていたことが
明らかとなった。つまり都道府県よりも住民
サービスが身近な市区において，保健と福祉の
組織統合については極めて消極的であった。こ
の事実は，平成５年に広島県が統合組織を形成
した際の理由のひとつである「保健サービスと
福祉サービスの一体的提供」という説明に根拠
がないことを意味していると考えられる。組織
統合の本当の理由は，地方公務員の職員数が削
減される傾向の中での総務事務部門の事務効率
化と，現在は緩和されつつあるが保健所長医師
資格規制への対抗として組織の長に医師以外の
職員を務めさせるための方便でしかないと考え
た方が適当であろう。都道府県の組織について
も市町村合併の推進により町村部がなくなり，
都道府県の福祉事務所の所管が少なくなってい
く中で，島根県が平成17年度に福祉との統合組
織を解消し，埼玉県も平成22年度に福祉との統
合組織を解消（Ｂ型→Ｓ型）する予定6)であり，
統合組織の福祉事務所との解体が進行している。
一方で今まで保健所単独の組織であった長野県
が，「保健分野と福祉分野の密接な連携」を名
目として平成21年度に統合組織化7)（Ｓ型→Ｂ
型）される等の組織統合の反省に逆行した動き
も見られるが，市区においては，管轄の面積的
な問題もあり，福祉事務所との統合が進む必要
性に乏しく，むしろ後述のように１自治体１保
健所の動向が今後も進んでいくと考えられる。

次に，中核市，その他保健所設置市および特
別区のすべてと，15政令指定都市のうら９市ま
でが，１自治体１保健所（ただし，福祉その他
の出先機関との統合もない）の組織を形成して
いた。都道府県においては，面積的な問題もあ
るためか，調査時点において１都道府県１保健
所というところは存在しないが，大阪市など，
管内人口が300万人を超えるような巨大自治体
においても，保健所は１つだけで対応している
ことからみて，当該自治体が基礎自治体である

市町村としての基本的な保健サービス事業は保
健所では実施せず，より広域的な，権限の行使
等を行う役割のみが大きな保健所に残っている
と考えてよい。すなわち，これらの市区におい
ては，地域保健に関する住民サービスは保健所
で提供するのではなく，保健センターで提供す
る形が基本になりつつあるということである。
言い換えれば，都道府県における保健担当部局
のように，本庁機能を有している組織と考える
のが妥当と言えよう。今後，保健福祉部門を統
括している形の４市においても，保健所単数設
置と，保健センター的機能の分離の流れが加速
することが予測される。なお，横浜市について
は，当該調査後，平成19年度から１市１保健所
（福祉事務所との統合組織は解消）となり，大
阪市以上の大規模人口を管轄する市立保健所が
できた8)。また，中核市等から政令指定都市に
なった保健所は，新たに行政区ができても，１
市１保健所のまま移行している。
巨大管轄人口を抱える保健所の出現は，地方
分権の観点からみて，保健所の必置規制や，
「健康と安全」をキー・ワードとした組織等，
抜本的な制度改革を喚起するであろう。地方分
権の発想からすれば，地方分権改革推進法第５
条第１項によれば，国際社会における国家とし
ての存立にかかわる事務，すなわち外交や防衛
等以外の事務は地方に委ねるべきであるが，健
康危機管理においても，日本全体として最低限
遵守すべき共通の素地は明確にすべきである。
しかし現行の地域保健法は，基礎自治体である
市町村の対人保健サービス提供方策への言及が
主体となり，原則広域自治体が設立する保健所
における健康危機管理についての明確な規定が
あまりなされていないために，極論すれば首長
の思いつきとも言える統合組織構築がなされて
いることは重大な問題がある。都道府県におい
て現時点で富山県は「厚生センター」，神奈川
県は「保健福祉事務所」という名の，統合組織
と一体化してしまった保健所であり，「保健
所」と言う国民の大半が認知している呼称をあ
えて放棄している。たとえば警察署にしろ，消
防本部にしろ，住民生活の安全に必要不可欠な
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組織であることには誰しも異論はないが，警察
署と消防署の統合組織を勝手に作ったり，警察
署を仮に「ポリス・ステーション」と別名を付
け，「警察署」の名称を放棄することは誰も賛
同しないであろうことを比較して考えれば，福
祉事務所を中心とした保健所の組織統合の必要
性に乏しいことは明らかであろう。2009年４月
末からの新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）発熱
相談センターの対応を国が「保健所」を基本と
してターゲットにしたことに，その名を住民に
隠した組織を構築することは，地方自治の名の
元に自由な組織構築を乱用していると指摘せざ
るを得ない。わざわざ国民にわかりづらい組織
を首長の考えで実施しているのであり，これは
国民本意の地方自治とは異なると筆者は考える。
少なくとも統合組織名と保健所名が併記できる
組織が最低限必要と考える。

法令を事務委任するための自治体の委任規則
の形式は，大半が保健所長に委任すべき事務権
限の内容を単独の規則として定めたものが多
かった。一方，その他の形式の委任を行ってい
る自治体もあるが，委任する実質的効果には何
ら変わりがないものである。
どの組織に委任しているかについては，今回

の市区の調査では，統合組織の存在が政令指定
都市５市のみしかないので，本庁で処理せず委
任している権限の大半（98.3％）は当然ながら
保健所に委任されていた。
委任保健所等出先機関に委任される権限のう

ち，健康危機管理に関係する事務は全体の市区
で25.6％であったが，都道府県調査の結果1)で
は28.2％であり，都道府県よりもやや低い結果
となった。一方で健康危機管理以外の法律が委
任されているものが都道府県44.8％に比較して
32.5％と大幅に低く，法律以外の国の政令が委
任されているものが都道府県8.3％に対して
22.0％と大幅に高い割合であった。これは市区
の保健所が，地域法上担うべき本来の保健所と
しての役割の他，細かな届け出の受理等に関す

る内容が具体的に委任されていることを示して
いる。また，都道府県や当該市・区の条例・規
則が委任されているものはそれぞれ14.8％，
5.2％であり，これらを合計したものは約２割
となり，都道府県調査の結果とは大差がなかっ
た。しかし，都道府県の条例・規則の委任にの
み着目すると，政令指定都市では7.9％，中核
市では6.4％，その他保健所設置市では12.5％
と，１割程度であったが，特別区は23.9％と突
出して多い。これは東京都の条例・規則で「東
京都食品安全条例」や「東京都在宅難病患者緊
急一時入院事業の実施に関する規則」などの権
限を特別区に委任し，それをさらに保健所に委
任したものによると考えられるが，東京都特別
区が東京市の行政区から発展した歴史的経緯も
あり，注目に値するものである。
堀口らは，対物業務の法令に限って分析し，
健康危機管理業務46法令，健康危機管理周辺業
務114法令，その他業務１法令が保健所長へ委
任されていると報告している9)が，集計対象や
集計手法が異なり，また市区の委任規則の検討
が行われていないので単純には比較できないも
のの，保健所長に委任されている割合が80.9％
であり，対物業務の方がより保健所に委任され
ている可能性が示唆された。
地方分権推進に展開された自由裁量により，
事務委任の形態も全国様々な形態である。本来
は国会で審議されて完成された法令である「法
律」の中に，保健所の権限として個別に明記し
ておくことが望ましい姿と言えよう。

都道府県調査において，保健所長に事務委任
していない県は千葉県，山梨県，兵庫県，福岡
県および佐賀県であることが既に指摘されてい
る1)が，市区調査では，船橋市，横須賀市およ
び相模原市において事務委任が全く行われてい
なかった。また，政令指定都市の大阪市におい
ては９つの法律に基づくわずか52件の委任しか
なく，ほとんどすべての自治体で行われている
食品衛生法第52条の飲食店営業許可の事務委任
すらもなかった。これは，衛生・環境行政に関
して，現場で解決・処理すべき些細な権限も保
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健所長に付与しないことを意味するものであり，
市長がどの程度，保健所長を信頼するかのバロ
メーターと解釈することもできる。また，保健
所長の権限を増やすこと，即ち委任権限を増や
すように首長に働きかけること自体を，多くの
保健所長が個別には望んでいない実態を筆者は
いくつかの自治体で経験している。具体的には
「委任」されるより「専決」がベターで，ある
いは「委任」も「専決」もされないのがベスト
という，言わば「自分の責任は最小限度にすべ
き」との主張のことである。保健所長に採用さ
れるまでの経緯は，人物により様々ではあり，
その経緯から，行政権限の行使に関して様々な
印象を持ち，発言することはもちろん自由であ
る。しかし，保健所は行政組織であり，行政の
論理で考えれば，権限と責任，あるいは給与を
含めた処遇も，権限と本来連動すべきである。
やはり住民の健康安全維持のために必要な権限
は，保健所長の立場としては積極的に権限を保
有しておくべきであり，それにより保健所本来
の役割を果たし，また業務の困難性に応じた処
遇を維持することを地域住民が公正に評価する
ものと考える。

Ⅴ

保健所設置市区の保健所組織においては，都
道府県よりも福祉事務所などとの統合化は進ん
でいない一方で，巨大な人口を抱える保健所の
出現が明らかとなった。また，保健所に委任さ
れて付与される権限も都道府県と同様に自治体
により様々であることが判明した。地方分権と
しての首長の自由裁量と，保健所の本来果たす
べき役割の法的位置づけを，さらに整理する必
要があると考える。
この研究は，平成18年度地域保健総合推進事

業「保健所の権限及び組織からみた健康危機管
理に相応しい組織のあり方に関する研究」にお

いて実施10)され，第67回日本公衆衛生学会総会
にて発表した内容に加筆したものである。
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